
令和６ 年度分（ 令和５ 年分） 市・ 県民税申告の手引き

　 日頃より 東松山市の税務行政にご協力いただき 、 誠にあり がと う ございます。 市・ 県民税は、 日常生活に欠かせない

行政サービスを 行う ための貴重な財源と し て、 広く 市民の皆さ まにご負担を お願いし ている税金です。

　 こ の申告書は、 市・ 県民税を 計算する ための大切な資料と なり ますので 、 あなたの前年中（ 令和５ 年1 月1 日から 令

和５ 年1 2 月3 1 日まで） のご収入について、 こ の手引き を ご覧の上、 3 月1 5 日までに申告し てく ださ い。

申告の概要   １

申告受付日程表   ２

申告要否フ ローチャ ート    ３

所得額・ 控除額計算等   ４ 〜６

医療費控除について  7 〜1 0

市・ 県民税申告書（ 控）   1 1 ,1 2
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■申告の期限

　 申告期限を 過ぎる と 、 納税の４ 期割納付ができ なく

なり ます。 また、 令和６ 年度各種証明書の交付開始を

６ 月上旬に予定し ていま すが、 申告期限を 過ぎた場合

は、 証明書の請求を 受けても すぐ に発行する こ と がで

き ない場合があり ます。

■申告書は次のよう な方にお送り し ています

１ 　 前年度市・ 県民税申告書を提出さ れた方

２  　 窓口で証明書発行の際に市・ 県民税申告書を提出さ れ　

た方

３ 　 以前に市・ 県民税申告書送付を希望さ れた方

４ 　 その他市・ 県民税申告が必要と 思われる方

　 申告書の送付の有無と 、 今年度の申告の要否は、 必ずし も

関わり があるわけではあり ません。令和6 年度の申告の要否は、

3 ページの「 申告要否フ ローチャ ート 」 でご確認く ださ い。

■「 寄附金税額控除に係る申告特例（ ワンスト ッ プ特例） 申請書」 を 提出さ れた方へ
　  　 ふるさ と 納税について、申告をせず寄附金控除を適用するため、寄附先の自治体に対し「 寄附金税額控除に係る申告特例（ ワ

ンスト ッ プ特例） 申請書」 を提出し た場合でも 、その後申告（ 医療費控除等） をすると 、こ の特例が適用さ れなく なり ます。

その場合、 寄附金控除を受けるためには、 申告書にふるさ と 納税の寄附金について記載し 、 受領証等の添付または提示が必

要と なり ますのでご注意願います。

■問合せ先

　 東松山市のホームページでは市・ 県民税申告書の記載例を数種類掲載し ています。 書き 方がわから ない場合はこ の手引きと

併せてご覧く ださ い。 なお、 所得税の確定申告については、 東松山税務署☎0 4 9 3 －2 2 －0 9 9 0 にお問い合わせく ださ い。

東松山市役所 課税課 市民税グループ　 ☎0 4 9 3 －2 3 －2 2 2 1   内線1 7 5 〜1 7 8

■申告の方法　 ※申告会場の混雑緩和のため、 でき る限り 郵送によるご提出を お願いいたし ます。
１ 　 郵送で提出

　  　 こ の手引き内にある「 申告書の書き 方」 の赤線で囲っ た部分に必要事項をご記入の上、 下記の添付資料を同封し て、 手引

き内の「 郵送申告用封筒」 で東松山市役所課税課市民税グループ宛にお送り く ださ い。 なお、 申告内容について確認さ せて

いただく 場合があり ますので、 日中に連絡の取れる電話番号を漏れなく ご記入く ださ い。

２ 　 市・ 県民税申告会場で提出

　  　 申告会場では、 申告書の作成についての相談も 行っ ており ます。 日程や会場の詳細は2 ページをご覧く ださ い。

　 　 申告期間中は職員が申告会場に出向く ため、 課税課窓口では申告相談をお受けできませんのでご了承く ださ い。

＜郵送で申告する際に添付し ていただく も の＞

①給与や年金の源泉徴収票または賃金等支払額の証明書など

②【 営業等・ 農業・ 不動産】 帳簿や収支計算書（ 収入と 経費を計算し 、「 収支内訳書」 を作成し てく ださ い）

③前年中に支払っ た生命保険料、 個人年金保険料、 地震保険料、 社会保険料などを確認できる書類

④【 医療費控除】 医療費控除の明細書と ７ ページ下部に記載さ れている書類

　【 医療費控除の特例】 セルフ メ ディ ケーショ ン税制の明細書と 8 ページ下部に記載さ れている書類

⑤【 障害者控除】 障害者手帳の写し など

⑥【 勤労学生控除】 在学証明書の写し または学生証の写し

⑦【 配偶者特別控除】 配偶者の所得がわかるも の

⑧【 寄附金税額控除】 寄附金の受領書や寄附し たこ と の証明書

⑨その他控除を証明するも の

⑩申告者本人のマイ ナンバーカ ード または通知カ ード 等および本人確認書類の写し

各種控除を証明するも のが確認でき ない場合は、 控除が受けら れませんのでご注意く ださ い。

3  月 1 5  日（ 金）
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日　 　 程
対象地区（ 対象地区以外の方も 受付でき ます）

会　 　 場
午前９ 時〜正午 午後１ 時3 0 分〜午後４ 時

2 月1 3 日（ 火） 大谷 岡 大岡市民活動センタ ー

1 4 日（ 水） 東平、 沢口町 野田、 殿山町 平野市民活動センタ ー

1 5 日（ 木） 上野本、 下青鳥 上押垂、 下押垂、 古凍
野本市民活動センタ ー

1 6 日（ 金） 今泉、 柏崎 下野本

1 9 日（ 月） 高坂、 あずま町 早俣、 正代、 宮鼻、 大黒部
高坂市民活動センタ ー

2 0 日（ 火） 毛塚、 西本宿 元宿

2 1 日（ 水） 上唐子 石橋
唐子市民活動センタ ー

2 2 日（ 木） 下唐子、 葛袋 神戸、 新郷

2 6 日（ 月） 松風台 旗立台
高坂丘陵市民活動センタ ー

2 7 日（ 火） 田木、 岩殿 桜山台、 白山台

日　 　 程
対象地区（ 対象地区以外の方も 受付でき ます）

会　 　 場
午前9 時〜午後３ 時

2 月2 8 日（ 水）
本町、 神明町、 箭弓町、 材木町

総合会館４ 階多目的ホール

2 9 日（ 木）

3 月  1 日（ 金） 松葉町、 日吉町、 加美町、 美原町

3 日（ 日） 対象地区なし（ 混雑が予想さ れます）

4 日（ 月） 松葉町、 日吉町、 加美町、 美原町

5 日（ 火）
松本町、 松山、 市ノ 川、 松山町

6 日（ 水）

7 日（ 木）
小松原町、 砂田町、 御茶山町、 六反町、 六軒町、 山崎町

8 日（ 金）

1 1 日（ 月）
五領町、 新宿町、 美土里町、 和泉町、 幸町、 若松町

1 2 日（ 火）

1 3 日（ 水）

対象地区なし（ 混雑が予想さ れます）1 4 日（ 木）

1 5 日（ 金）

所得税の確定申告をさ れる方は

▪  確定申告会場

東松山市民文化センタ ー

▪  会場開設期間

2 月1 6 日〜3 月1 5 日
（ 土、 日、 祝除く ）

※申告会場では準備が整い次第受付を開始し ます。 開始1 0 分前までには待合室にお集まり く ださ い。

※ 会場によっ ては混雑し 、 長時間お待ちいただく こ と があり ます。 混雑の時間（ 受付開始直後）を避けてお越し いただく か、 ご自

身で記入さ れた場合は、 郵送で申告するこ と をおすすめし ます。

※ 医療費の領収書・ 収支内訳書等、 申告資料の事前整理をお願いいたし ます。 整理状況によっ ては、 ご案内が前後するこ と も あ

り ますので、 ご了承く ださ い。

※ 土地建物・ 株式等の譲渡所得がある場合（ 分離課税の申告が必要な場合）や、 青色申告、 給与所得者の特定支出控除は上記会場では

お受けでき ませんので、 東松山市民文化センタ ーの確定申告会場にて申告をお願いいたし ます。 なお、 下記の開設期間以外は、 東

松山税務署で所得税の申告相談を行っ ています。 詳細は東松山税務署☎0 4 9 3 －2 2 －0 9 9 0 にお問い合わせく ださ い。

■申告の際に用意し ていただく も の

１ 　 市・ 県民税申告書

２ 　 給与や年金の源泉徴収票または賃金等支払額の証明書など

３ 　  【 営業等・ 農業・ 不動産】 帳簿や収支計算書（ 事前に収入と 経費を計算し 、「 収

支内訳書」 を作成し てく ださ い）

４ 　  前年中に支払っ た生命保険料、 個人年金保険料、 地震保険料、 社会保険料

などを確認でき る書類

５ 　  【 医療費控除】 医療費控除の明細書（ 事前に作成し てく ださ い） と ７ ページ

下部に記載さ れている書類

　 　  【 医療費控除の特例】 セルフ メ ディ ケーショ ン税制の明細書（ 事前に作成し

てく ださ い） と ８ ページ下部に記載さ れている書類

６ 　  【 障害者控除】 障害者手帳など

７ 　【 勤労学生控除】 在学証明書または学生証

８ 　【 配偶者特別控除】 配偶者の所得がわかるも の

９ 　【 寄附金税額控除】 寄附金の受領書や寄附し たこ と の証明書

10　 その他控除を証明するも の

11　 申告者本人のマイ ナンバーカ ード または通知カ ード 等および本人確認書類

令和６ 年度分（ 令和５ 年分） 市・ 県民税申告　 受付日程表

　 詳細については下記の日程表をご覧く ださ い。

　 下記の会場にて、 市・ 県民税申告のほか、 給与所得の還付申告など 、 一部の確定申告を 受け付けます。 申告期間中は

職員が申告会場に出向く ため、 課税課窓口では申告相談を お受けでき ませんのでご了承く ださ い。

※申告会場の混雑緩和のため、 でき る限り 郵送による ご提出を お願いいたし ます。
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市・ 県民税の

申告が必要です。

▪  申告要否フ ローチャ ート

こ のフ ローチャ ート は、 申告が必要かどう かの目安と し てご利用く ださ い。

令和６ 年1 月1 日現在、 東松山市に住んでいますか？

前年中に収入があり まし たか？

収入は給与収入のみでし たか？

申告が必要です。 ※２

申告は不要です。 市・ 県民税の申告が必要です。 確定申告が必要です。

会社で年末調整し まし たか？

年末調整を し た会社以外から の給与はあり まし たか？

医療費控除や扶養控除など、 何か追加するも のはあり ますか？ 年金収入のみでし たか？

公的年金等の収入金額が4 0 0 万円以下で、

かつ、 公的年金等に係る雑所得以外の所得

金額が2 0 万円以下ですか？

下欄の※１ に該当し ますか？

年金収入はあり まし たか？

年末調整を し た内容に変更はあり ますか？

お住まいの市区町村・ 税務署にご相談く ださ い。

申告は不要です。

申告が必要です。 ※２

スタ ート

※１  　 国民健康保険の加入者・ 世帯の中に国民健康保険の加入者がいる 世帯主・ 後期高齢者医療保険の加入者・

世帯の中に後期高齢者医療保険の加入者がいる世帯主・ 6 5 歳以上の介護保険加入者・ 児童手当などの各種手

当を 受けている 方・ 公営住宅（ 市営住宅・ 県営住宅） に入居し ている 方・ 扶養認定等のために前年分の所得

証明書等が必要な方

※２  　 内容によ り 、 市・ 県民税申告ではなく 、 所得税の確定申告が必要になる 場合があり ます。 市役所や税務署

にご相談く ださ い。
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表2 　 公的年金等に係る雑所得の速算表

■　 所得金額調整控除

表1 　 給与所得の速算表

◎申告書の「 1 収入金額等」 のキに「 Ａ 」 の金額を 転記し てく ださ い。 また、 下表にあてはめて計算し 、 算出

さ れた公的年金等に係る雑所得の金額を 申告書の「 2 所得金額」 の⑦に転記し てく ださ い。（ ただし 、 こ れ以外

の雑所得がある 場合には申告書裏面「 1 1 雑所得（ 公的年金等以外） に関する 事項」 で⑧・ ⑨を 計算し 、 ⑦〜

⑨の合計金額を ⑩に記入し てく ださ い。）

１ 　 給与等の収入金額が8 5 0 万円を 超え、 次のアから ウのいずれかに該当する場合

　 ア 本人が特別障害者に該当する

　 イ  年齢2 3 歳未満の扶養親族を 有する

　 ウ 特別障害者である同一生計配偶者または扶養親族を 有する

< 調整額>

所得金額調整控除額= （ 給与等の収入金額（ 1 ,0 0 0 万円を 超える場合は1 ,0 0 0 万円）－8 5 0 万円） ×1 0 %

２ 　 給与所得控除後の給与等の金額及び公的年金等に係る雑所得の金額があり 、

　 　 給与所得控除後の給与等の金額と 公的年金等に係る雑所得の金額の合計額が1 0 万円を 超える

※１ の控除がある場合は、 １ の控除後の金額から 控除し ます。

< 調整額>

所得金額調整控除額

= （ 給与所得控除後の給与等の金額（ 1 0 万円を 超える場合は1 0 万円）

+ 公的年金等に係る雑所得の金額（ 1 0 万円を 超える場合は1 0 万円）） －1 0 万円

※調整額は給与所得から 控除し ます。

◎申告書の「 1 収入金額等」 のカ に「 Ａ 」 の金額を 転記し てく ださ い。 また、 下表にあてはめて計算し 、 算出

さ れた給与所得の金額を 申告書の「 2 所得金額」 の⑥に転記し てく ださ い。

Ａ 　 公的年金等の収入金額  　 　 　 　 　 　 　 円

区分 Ａ の金額
公的年金等に係る雑所得以外の所得に係る合計所得金額

公的年金等の雑所得
1 ,0 0 0 万円以下

1 ,0 0 0 万円超
2 ,0 0 0 万円以下

2 ,0 0 0 万円超

昭
和
三
十
四
年
一
月
二

日
以
後
に
生
ま
れ
た
人

 〜1 ,2 9 9 ,9 9 9 円 A－6 0 0 ,0 0 0 円 A－5 0 0 ,0 0 0 円 A－4 0 0 ,0 0 0 円  　 　 　 　 　 　 円

1 ,3 0 0 ,0 0 0 円〜4 ,0 9 9 ,9 9 9 円 A×0 .7 5 －2 7 5 ,0 0 0 円 A×0 .7 5 －1 7 5 ,0 0 0 円 A×0 .7 5 －7 5 ,0 0 0 円  　 　 　 　 　 　 円

4 ,1 0 0 ,0 0 0 円〜7 ,6 9 9 ,9 9 9 円 A×0 .8 5 －6 8 5 ,0 0 0 円 A×0 .8 5 －5 8 5 ,0 0 0 円 A×0 .8 5 －4 8 5 ,0 0 0 円  　 　 　 　 　 　 円

7 ,7 0 0 ,0 0 0 円〜9 ,9 9 9 ,9 9 9 円 A×0 .9 5 －1 ,4 5 5 ,0 0 0 円 A×0 .9 5 －1 ,3 5 5 ,0 0 0 円 A×0 .9 5 －1 ,2 5 5 ,0 0 0 円  　 　 　 　 　 　 円

1 ,0 0 0 万円〜 A－1 ,9 5 5 ,0 0 0 円 A－1 ,8 5 5 ,0 0 0 円 A－1 ,7 5 5 ,0 0 0 円  　 　 　 　 　 　 円

区分 Ａ の金額
公的年金等に係る雑所得以外の所得に係る合計所得金額

公的年金等の雑所得
1 ,0 0 0 万円以下

1 ,0 0 0 万円超
2 ,0 0 0 万円以下

2 ,0 0 0 万円超

昭
和
三
十
四
年
一
月
一

日
以
前
に
生
ま
れ
た
人

 〜3 ,2 9 9 ,9 9 9 円 A－1 ,1 0 0 ,0 0 0 円 A－1 ,0 0 0 ,0 0 0 円 A－9 0 0 ,0 0 0 円  　 　 　 　 　 　 円

3 ,3 0 0 ,0 0 0 円〜4 ,0 9 9 ,9 9 9 円 A×0 .7 5 －2 7 5 ,0 0 0 円 A×0 .7 5 －1 7 5 ,0 0 0 円 A×0 .7 5 －7 5 ,0 0 0 円  　 　 　 　 　 　 円

4 ,1 0 0 ,0 0 0 円〜7 ,6 9 9 ,9 9 9 円 A×0 .8 5 －6 8 5 ,0 0 0 円 A×0 .8 5 －5 8 5 ,0 0 0 円 A×0 .8 5 －4 8 5 ,0 0 0 円  　 　 　 　 　 　 円

7 ,7 0 0 ,0 0 0 円〜9 ,9 9 9 ,9 9 9 円 A×0 .9 5 －1 ,4 5 5 ,0 0 0 円 A×0 .9 5 －1 ,3 5 5 ,0 0 0 円 A×0 .9 5 －1 ,2 5 5 ,0 0 0 円  　 　 　 　 　 　 円

1 ,0 0 0 万円〜 A－1 ,9 5 5 ,0 0 0 円 A－1 ,8 5 5 ,0 0 0 円 A－1 ,7 5 5 ,0 0 0 円  　 　 　 　 　 　 円

Ａ 　 給与等の収入金額  　 　 　 　 　 　 　 円

Ａ の金額 給与所得金額

　  〜   5 5 0 ,9 9 9 円 0 円

 5 5 1 ,0 0 0 円〜1 ,6 1 8 ,9 9 9 円 Ａ －5 5 0 ,0 0 0 円 　 　 　 　 　 　 　 円

1 ,6 1 9 ,0 0 0 円〜1 ,6 1 9 ,9 9 9 円 1 ,0 6 9 ,0 0 0 円

1 ,6 2 0 ,0 0 0 円〜1 ,6 2 1 ,9 9 9 円 1 ,0 7 0 ,0 0 0 円

1 ,6 2 2 ,0 0 0 円〜1 ,6 2 3 ,9 9 9 円 1 ,0 7 2 ,0 0 0 円

1 ,6 2 4 ,0 0 0 円〜1 ,6 2 7 ,9 9 9 円 1 ,0 7 4 ,0 0 0 円

1 ,6 2 8 ,0 0 0 円〜1 ,7 9 9 ,9 9 9 円 Ａ ÷4
（ 千円未満の端数切捨）

Ｂ 　  　 　 　 　 ,0 0 0 円

Ｂ ×2 .4 ＋1 0 0 ,0 0 0 円　  　 　 　 　 　 　 　 円

1 ,8 0 0 ,0 0 0 円〜3 ,5 9 9 ,9 9 9 円 Ｂ ×2 .8 －8 0 ,0 0 0 円　  　 　 　 　 　 　 　 円

3 ,6 0 0 ,0 0 0 円〜6 ,5 9 9 ,9 9 9 円 Ｂ ×3 .2 －4 4 0 ,0 0 0 円　  　 　 　 　 　 　 　 円

6 ,6 0 0 ,0 0 0 円〜8 ,4 9 9 ,9 9 9 円 Ａ ×0 .9 －1 ,1 0 0 ,0 0 0 円 　 　 　 　 　 　 　 円

8 ,5 0 0 ,0 0 0 円〜 Ａ －1 ,9 5 0 ,0 0 0 円 　 　 　 　 　 　 　 円
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・ 生命保険の各区分の控除額を 計算し 、 各控除額を 表のＡ ～Ｅ にご記入く ださ い。

・「 Ａ 」 ～「 Ｅ 」 にて求めた控除額を 用いて、 生命保険料控除額を 計算し ます。

・ 下表より 地震保険料及び旧長期損害保険料の控除額（ Ｂ ・ Ｄ ） を 計算し てく ださ い。

・ 上記より 求めたＢ ・ Ｄ より 地震保険料控除額（ Ｅ ） を 計算し てく ださ い。

表4 　 地震保険料控除の計算
◎申告書の「 3 所得から 差し 引かれる金額に関する事項」 の⑱に「 Ａ 」、「 C」 を、「 4 所得から 差し 引かれる

金額」 の⑱に「 Ｅ 」 の金額をそれぞれ転記し てく ださ い。

地震保険料の合計＝A 地震保険料の控除額＝B 旧長期損害保険料の合計＝C 旧長期損害保険料の控除額＝D

１ 円〜5 0 ,0 0 0 円 Ａ ×0 .5 １ 円〜 5 ,0 0 0 円 Cの金額

5 ,0 0 1 円〜1 5 ,0 0 0 円 Cの金額×0 .5 ＋2 ,5 0 0 円
5 0 ,0 0 1 円〜 2 5 ,0 0 0 円 1 5 ,0 0 1 円〜 1 0 ,0 0 0 円

表3 　 生命保険料控除の計算
◎申告書の「 3 所得から 差し 引かれる金額に関する事項」 の⑰に生命保険各区分の保険料の合計を記入し 、「 ４  

所得から 差し 引かれる金額」 の⑰に「 Ｈ 」 の金額を転記し てく ださ い。

表6 　 障害者控除の区分

表5 　 寡婦控除・ ひと り 親控除の適用要件
◎申告書の「 3 所得から 差し 引かれる金額に関する事項」 の⑲・ ⑳の該当する部分に✓□し 、

「 ４ 所得から 差し 引かれる金額」 の⑲〜⑳に下表より 該当する控除額を転記し てく ださ い。

・ 前年の合計所得金額が5 0 0 万円以下の方に限ら れます。

・ 婚姻歴の有無や性別にかかわら ず、 生計を一にする子（ 前年の総所得金額等が4 8 万円以下） を有する単身者について、「 ひと り 親控除」 が適用さ れます。

　 なお、 住民票の続柄に「 夫（ 未届）」・「 妻（ 未届）」 の記載がある場合は対象外です。

◎申告書の「 3 所得から 差し 引かれる金額に関する事項」 の「 ㉒障害者

控除」 に氏名・ 手帳の種類・ 等級・ 個人番号を記入し 、 該当する控除額

を「 4 所得から 差し 引かれる金額」 の㉑〜㉒に記入し てく ださ い。 なお、

同一生計配偶者または扶養親族が同居特別障害者の場合は控除額に2 3

万円を加算し ます。

※同居特別障害者と は、 納税者または納税者の配偶者も し く は納税者と

生計を一にするその他親族のいずれかと 同居し ている特別障害者と なり

ます。

※その他の手帳等をお持ちの方は東松山市役所課税課にお問い合わせく

ださ い。

手帳の種類 等級 区分 控除額

身体障害者手帳
3 〜6 その他の障害者 2 6 万円

1 ・ 2 特別障害者 3 0 万円

療育手帳
Ｂ ・ Ｃ その他の障害者 2 6 万円

Ａ ・ Ⓐ 特別障害者 3 0 万円

精神障害者手帳
2 ・ 3 その他の障害者 2 6 万円

1 特別障害者 3 0 万円

本
人
が
女
性

該当事由 死　 別 離　 別 未婚のひと り 親

扶
養
親
族
の
有
無

有

子 3 0 万円 3 0 万円 3 0 万円

子以外 2 6 万円 2 6 万円 0 円

無 2 6 万円 0 円 0 円

本
人
が
男
性

該当事由 死　 別 離　 別 未婚のひと り 親

扶
養
親
族
の
有
無

有

子 3 0 万円 3 0 万円 3 0 万円

子以外 0 円 0 円 0 円

無 0 円 0 円 0 円

平成2 4 年1 月1 日以後に契約し た保険料（ 新契約） の場合
一般生命保険・ 個人年金・ 介護医療保険に適用

平成2 3 年1 2 月3 1 日以前に契約し た保険料（ 旧契約） の場合
一般生命保険・ 個人年金に適用

年間の保険料の合計 控　 除　 額 年間の保険料の合計 控　 除　 額

1 円~ 1 2 ,0 0 0 円 年間の保険料の合計の全額 1 円~ 1 5 ,0 0 0 円 年間の保険料の合計の全額

1 2 ,0 0 1 円~ 3 2 ,0 0 0 円 年間の保険料の合計×0 .5 + 6 ,0 0 0 円 1 5 ,0 0 1 円~ 4 0 ,0 0 0 円 年間の保険料の合計×0 .5 + 7 ,5 0 0 円

3 2 ,0 0 1 円~ 5 6 ,0 0 0 円 年間の保険料の合計×0 .2 5 + 1 4 ,0 0 0 円 4 0 ,0 0 1 円~ 7 0 ,0 0 0 円 年間の保険料の合計×0 .2 5 + 1 7 ,5 0 0 円

5 6 ,0 0 1 円~ 2 8 ,0 0 0 円 7 0 ,0 0 1 円~ 3 5 ,0 0 0 円

一般生命保険料の控除額の計（ A+ D ）
（ 限度額 2 8 ,0 0 0 円）
※D の金額が2 8 ,0 0 0 円を超えている
場合はD の金額（ 上限3 5 ,0 0 0 円）

　 　 　 　 　 　 　 円= F

個人年金保険料の控除額の計（ B+ E）
（ 限度額 2 8 ,0 0 0 円）
※Eの金額が2 8 ,0 0 0 円を超えている
場合はEの金額（ 上限3 5 ,0 0 0 円）

　 　 　 　 　 　 　 円= G

生命保険料控除額（ 限度額 7 0 ,0 0 0 円）

（ Ｃ ＋Ｆ ＋Ｇ ）

　 　 　 　 　 　 　 円= H

地震保険料控除額

B+ D （ 限度額 2 5 ,0 0 0 円）

　 　 　 　 　 　 　 円= E

区分（ 新契約） 控除額（ 新契約） 区分（ 旧契約） 控除額（ 旧契約）

（ 新） 一般生命保険 円＝A （ 旧） 一般生命保険 円＝D

（ 新） 個人年金 円＝B （ 旧） 個人年金 円＝E

介護医療保険 円＝C
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表7 　 配偶者控除・ 配偶者特別控除の計算

◎申告書の「 ３ 所得から 差し 引かれる金額に関する

事項」 の「 ㉓配偶者控除・ 配偶者特別控除・ 同一生

計配偶者」 に配偶者の氏名・ 生年月日・ 個人番号・

合計所得金額・ 同一生計配偶者のチェ ッ ク 欄を記入

し 、 該当する控除額を「 ４ 所得から 差し 引かれる金

額」 の㉓に記入し てく ださ い。

※配偶者特別控除は、 配偶者控除と 重複し て適用す

るこ と はでき ません。

※配偶者控除・ 配偶者特別控除は、 あなたの前年の

合計所得金額が1 ,0 0 0 万円を 超える 場合、 適用さ

れません。

※配偶者控除額（ 老人） は、 昭和2 9 年1 月1 日以前

生まれの同一生計配偶者を有する方が適用できます。

納税義務者の合計所得金額

9 0 0 万円以下
9 0 0 万円超〜

9 5 0 万円以下

9 5 0 万円超〜

1 ,0 0 0 万円以下配偶者の合計所得金額

配偶者控除額（ 一般）
0 円〜4 8 万円以下

3 3 万円 2 2 万円 1 1 万円

配偶者控除額（ 老人） 3 8 万円 2 6 万円 1 3 万円

配偶者

特別控除額

4 8 万円超〜1 0 0 万円以下 3 3 万円 2 2 万円 1 1 万円

1 0 0 万円超〜1 0 5 万円以下 3 1 万円 2 1 万円 1 1 万円

1 0 5 万円超〜1 1 0 万円以下 2 6 万円 1 8 万円 0 9 万円

1 1 0 万円超〜1 1 5 万円以下 2 1 万円 1 4 万円 0 7 万円

1 1 5 万円超〜1 2 0 万円以下 1 6 万円 1 1 万円 0 6 万円

1 2 0 万円超〜1 2 5 万円以下 1 1 万円 0 8 万円 0 4 万円

1 2 5 万円超〜1 3 0 万円以下 0 6 万円 0 4 万円 0 2 万円

1 3 0 万円超〜1 3 3 万円以下 0 3 万円 0 2 万円 0 1 万円

1 3 3 万円超 0 円 0 円 0 円

表8 　 扶養控除の区分

◎申告書の「 ３ 所得から 差し 引かれる金額に関する事項」 の「 ㉔扶養控除」 に氏名・ 生年月日・ 続柄・ 個人

番号を記入し 、 同居・ 別居の区分に✓をつけ、 控除額の合計を「 ４ 所得から 差し 引かれる金額」 の㉔に記入

し てく ださ い。 また、老人扶養親族に該当する方があなたやあなたの配偶者の直系尊属（  父母、祖父母など）

で同居し ている場合、 同居老親等に該当するので同居に✓をつけ、 控除額（ 4 5 万円） を 記入し てく ださ い。

なお、「 1 6 歳未満の扶養親族（ 控除対象外） 」 に該当する方は、 下記の「 市・ 県民税が課税さ れない方」 に

ある算式の扶養親族数に算入するこ と ができ ますので、 忘れずに記入し てく ださ い。

区　 　 分 該当する生年月日 控除額

一般扶養親族
平成1 7 年1 月2 日〜平成2 0 年1 月1 日までの方
平成1 3 年1 月1 日以前の方

3 3 万円

特定扶養親族 平成1 3 年1 月2 日〜平成1 7 年1 月1 日までの方 4 5 万円

老人扶養親族
同居老親等以外

昭和2 9 年1 月1 日以前の方
3 8 万円

同居老親等 4 5 万円
1 6 歳未満の扶養親族（ 控除対象外） 平成2 0 年1 月2 日以後の方 －

表９ 　 基礎控除の区分

◎該当する控除額を「 ４ 所得から 差し 引かれる金額」

の㉕に記入し てく ださ い。

※前年の合計所得金額が2 ,5 0 0 万円を超える場合、

基礎控除は適用さ れません。

合計所得金額 基礎控除の額

2 ,4 0 0 万円以下 4 3 万円

2 ,4 0 0 万円超
2 ,4 5 0 万円以下

2 9 万円

2 ,4 5 0 万円超
2 ,5 0 0 万円以下

1 5 万円

2 ,5 0 0 万円超 適用なし

▪  一般的な税額計算のし く み

①所得金額の計算・ ・ ・ ・
収入金額

その年に確定し た収入金額や支払
いを受けた金額

－
必要経費等

収入を得るために費やし た金額や
給与所得控除額等

＝
所得金額

（ 例） 事業・ 配当・ 不動産・ 給与・
雑など

②課税標準額の計算・ ・ ・
所得金額

（ 例） 事業・ 配当・ 不動産・ 給与・
雑など

－
所得控除額

医療費控除や扶養控除など各種
所得控除額の合計

＝
課税標準額

1 ,0 0 0 円未満の端数が出た 場合
は切捨

③税額の計算・ ・ ・ ・ ・ ・ 課税標準額 ×
税率（ 1 0 % ）

市民税　 6 %
県民税　 4 %

－
税額控除

調整控除や配当控除、
寄附金税額控除など

＋
均等割額

市民税　 3 ,0 0 0 円
県民税　 1 ,0 0 0 円

＋ 森林環境税
国税　 1 ,0 0 0 円

＝ 年税額

▪  寄附金税額控除 寄附先 都道府県・ 市区町村
住所地の日本赤十字社・ 都道府県共同募金会

県・ 市の条例で定めるも の

控除率

①と ②の合計額
①基本控除

［ Ａ（ ※1 ）－２ 千円］×1 0 ％
②特例控除（ ※２ ）

［ Ｂ（ ※1 ）－２ 千円］×［ 9 0 ％－（ 5 〜4 5 ％×1 .0 2 1 ）］
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ↑

{適用さ れる所得税の限界税率}

[Ａ（ ※３ ）－２ 千円]×1 0 ％
　 　 　 　 　 　 　 　 ↑

県が指定し た寄附金は４ ％
市が指定し た寄附金は６ ％｛  県・ 市両方が指定し た寄附金は1 0 ％ ｝

Ａ ： 寄附金の支払額も し く は総所得金額等の合計額の3 0 ％のう ちいずれか少ない方の金額
Ｂ ： 都道府県、 市町村又は特別区に対する寄附金

※１ 　  都道府県・ 市区町村に対する

寄附金の合計額

※２ 　  ②の額については、 市・ 県民

税所得割の２ 割を限度（ 総務

大臣から 指定を受けている都

道府県・ 市区町村に対する寄

附金に限る）

※３ 　  複数の団体に対し て寄附を行

っ た場合は、 その寄附金の合

計額

▪  市・ 県民税が課税さ れない方

１ 　 所得割・ 均等割と も に非課税

　 　 次の（ １ ）（ ２ ）（ ３ ） のいずれかに該当する方

　 　（ １ ） 令和6 年1 月1 日現在において、 生活保護法の規定による生活扶助を受けている方

　 　（ ２ ） 障害者・ 未成年者・ 寡婦またはひと り 親で、 前年の合計所得金額が1 3 5 万円以下の方

　 　（ ３ ） 前年の合計所得金額が、 次の算式によっ て得た金額以下の方

　 　 　 　 2 8 万円  ×（ 同一生計配偶者および扶養親族＋1 ） ＋1 0 万円 ＋（ 同一生計配偶者または扶養親族がいる場合1 6 .8 万円）

　 　 ※東松山市においては、 森林環境税の非課税基準は市・ 県民税と 同一です。

２ 　 所得割のみ非課税

　 　 上記以外の方で、 前年の総所得金額等の合計額が、 次の算式によっ て得た金額以下の方

　 　 　 　 3 5 万円  ×（ 同一生計配偶者および扶養親族＋1 ） ＋1 0 万円 ＋（ 同一生計配偶者または扶養親族がいる場合3 2 万円）

※詳し く は東松山市ホームページを ご覧く ださ い。
令和６ 年度から森林環境税

（ 国税）の課税が始まり ます。
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市区町村

平成 3 0 年度（ 平成2 9 年分）の市・ 県民税申告から 、「 医療費控除の明細書」の添付が必要と なり 、 医療費の領収

書の添付又は提示は必要あり ません。

ただし 、 明細書の記入内容の確認のため、 市・ 県民税申告期限等から ５ 年間、 市役所から 領収書（ 医療費通知に

係るも のを 除き ます。）の提示又は提出を 求める場合があり ますので、 領収書はご自宅等で保管し てく ださ い。

⑴「 医療を 受けた方の氏名」 欄

　   医療を受けた方の氏名を記入し ます。

⑵「 病院・ 薬局などの支払先の名称」 欄

　   診察を 受けた病院や医薬品を 購入し た薬局などの支払先の

　   名称を 記入し ます。

⑶「 医療費の区分」 欄

　   医療費の内容と し て該当するも のを全てチェ ッ ク し ます。

⑷「 支払っ た医療費の額」 欄

　   医療費控除の対象と なる金額を記入し ます。

⑸「 ⑷のう ち生命保険や社会保険などで補塡さ れる金額」 欄

　    上記１ ⑶と 同様です。

例）松山太郎さんが○△病院に通院した場合

２月１８日 　診療：６,５００円 　通院費：往復７８０円

５月２８日 　診療：５,５００円 　通院費：往復７８０円

　　○△病院計：１２,０００円 　通院費計：１,５６０円

※「□その他の医療費」欄は、通院費、医療用器具の購入

 （いずれも通常必要なものに限ります。）などがある場合

  にチェックします。

※通院費の支払先が乗り継ぎ等により複数ある場合には、

  記入例のようにまとめて記入しても差し支えありません。

記入例

松山  太郎 ○△病院 12, 000

1, 560□□鉄道、▽▽バス〃

⑴ 医療を 受けた方の

　  氏名
⑶ 医 療 費 の 区 分

⑵ 病院・ 薬局など の

　  支払先の名称

円円

⑷ 支払っ た医療費

　  の額

⑷のう ち生命保険
や社会保険などで
補塡さ れる 金額

□診療・ 治療
□医薬品購入

□介護保険サービス
□そ の他の医療費

⑸

□診療・ 治療
□医薬品購入

□介護保険サービス
□そ の他の医療費

令和5 年令和5 年

7



■　 領収書　 ■

20△△年☓☓月○○日（土）12：00

ズツウヤク60
ハンドソープ

￥1,100
￥770
￥660

￥1,650

￥4,180

￥380
￥4,180

￥4,180

￥0

小計　４点

内消費税
お預り

★印はセルフメディケーション税制対象品です

合　　　計

お　釣　り

令和５ 年度（ 令和４ 年分）の市・ 県民税申告から 、「 セルフ メ ディ ケーショ ン 税制の明細書」（ 1 0 ページ）の添付の

みが必要と なり まし た。

ただし 、 明細書の記入内容の確認のため、 市・ 県民税申告期限等から ５ 年間、 市役所から 領収書等の提示又は

提出を 求める場合があり ますので、 領収書等はご自宅等で保管し てく ださ い。

※下記の「 ５ 年間保管が必要な書類」 をご確認く ださ い。

５ 年間保管が必要な書類

令和5 年 令和5 年

8



令和5 年分　 医療費控除の明細書
※こ の控除を 受ける方は、 セルフ メ ディ ケーショ ン 税制は受けら れません。

氏　 名

医療費控除の申告をする
方は、この明細書を作成
後、左の点線より切り取
り、忘れずにご提出くだ
さい。

⑭

⑭

⑫

キ
リ
ト
リ
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※必要な場合に控、 下書き と し てご使用く ださ い。 必ず提出を 要する書類ではあり ません。  

※こ の控を 証明書と し て使用する こ と はでき ません。

※ 郵送で申告書を 提出する 場合に控が必要な方につき まし ては、 8 4 円切手を 貼付の上、 返信用の封筒を 同封し てく だ 

さ い。受付印を 押し て返送いたし ます。返信用の封筒が同封さ れていない場合は返送でき ませんのでご注意く ださ い。  

1 1

控※こ の控除を 受ける方は、 通常の医療費控除は受けら れません。

※取組に要し た費用は、 控除対象と なり ません。

令和5 年分　 セルフ メ ディ ケーショ ン税制の明細書

１  申告する方の健康の保持増進及び疾病の予防への取組

氏　 名

⑴ 取 組 内 容
□ 健康診査

□ 特定健康診査

□ 予防接種

□ がん検診

□ 定期健康診断

□ （ 　 　 　 　 　  ）

⑵ 発 行 者 名
（ 保険者、勤務先、市区町村、

医療機関名など）

申告書表面の「３所得から差し引かれる金額に
関する事項　⑭医療費控除」欄に転記します。

申告書表面の「４所得から差し引かれる金額⑭医療費控除」
欄に転記し、「区分」の□に「１」と記入します。

セルフメディケーション税制に
よる医療費控除の特例の申告
をする方は、この明細書を作
成後、右の点線より切り取り、
忘れずにご提出ください。

申告書表面の「４所得から差し
引かれる金額　⑭医療費控除」
欄の「区分」の□に「１」と記
入してください。

キ
リ
ト
リ

1 0



キ リ ト リ

※必要な場合に控、 下書き と し てご使用く ださ い。 必ず提出を要する書類ではあり ません。

※こ の控を証明書と し て使用するこ と はできません。

※ 郵送で申告書を提出する場合に控が必要な方につき まし ては、 返信用の封筒に8 4 円切手を貼付の上、 同封し てく だ

さ い。受付印を押し て返送いたし ます。返信用の封筒が同封さ れていない場合は返送でき ませんのでご注意く ださ い。

1 1



1 2



料金受取人払郵便

東松山局承認

差出有効期間
平成2 7 年3 月

31日まで　 　
（ 切手不要）
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で
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要
）

59
3 5 5 -8 7 9 0

   

東松山市松葉町1 丁目1 番5 8 号

課税課　 市民税グループ 　 行

ご住所

お名前

※こ の封筒の郵便番号は料金受取人払専用のも のです。

東 松 山 市 役 所

封筒ができまし たら 、 こ こ から 申告書を入れて封かんし てく ださ い。

〈 郵送申告用封筒〉

の

り

し

ろ

①

の

り

し

ろ

①

の り し ろ ②

申告会場は例年大変混み合い、 長時間お待ちいただく こ と があり ます。 ご自身で申告

書を記入さ れた場合は郵送によるご提出をおすすめし ます。 申告書に住所・ 氏名・ ふ

り がな・ 生年月日・ 電話番号・ 必要事項等（ 所得や控除など） の記載漏れがないこ と

を確認し 、 控除証明書など必要書類（ 写し でも 可） をのり 付けし 、 こ ちら の郵送申告

用封筒で郵送し てく ださ い。

※申告内容についてお電話等で確認さ せていただく こ と があり ますので、 あら かじ めご了承く

ださ い。

料金受取人払郵便

東松山局承認

差出有効期間
平成2 7 年3 月

31日まで　 　
（ 切手不要）

934
料

金
受

取
人

払
郵

便
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承
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出
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2
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2
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年
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3
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ま
で

　
　

（
切

手
不

要
）

59
3 5 5 -8 7 9 0

   

東松山市松葉町1 丁目1 番5 8 号

課税課　 市民税グループ 　 行

ご住所

お名前

※こ の封筒の郵便番号は料金受取人払専用のも のです。

東 松 山 市 役 所

封筒ができまし たら 、 こ こ から 申告書を入れて封かんし てく ださ い。

〈 郵送申告用封筒〉

の

り

し

ろ

①

の

り

し

ろ

①

の り し ろ ②

申告会場は例年大変混み合い、 長時間お待ちいただく こ と があり ます。 ご自身で申告

書を記入さ れた場合は郵送によるご提出をおすすめし ます。 申告書に住所・ 氏名・ ふ

り がな・ 生年月日・ 電話番号・ 必要事項等（ 所得や控除など） の記載漏れがないこ と

を確認し 、 控除証明書など必要書類（ 写し でも 可） をのり 付けし 、 こ ちら の郵送申告

用封筒で郵送し てく ださ い。

※申告内容についてお電話等で確認さ せていただく こ と があり ますので、 あら かじ めご了承く

ださ い。

キ
リ
ト
リ

事業所得・ 不動産所得のある方は、 右の「 事業所得（ 営業等・ 農業） 収支内訳書」「 不動産所得　 収支内訳書」「 減価償却の内訳」

を作成し 、 切り 取っ て申告書に添付し てく ださ い。

（ こ のページは引き 抜いてご使用く ださ い）

資産名
面積

または数量
取得年月 取得価額

Ⓐ
償却の基礎

耐用年数
Ⓑ

償却率
Ⓒ

使用月数
Ⓓ

事業専用割合
償却額

Ⓐ×Ⓑ×Ⓒ×Ⓓ

年 　 月 円 円 年 % 　 ／ 1 2 % 円

年 　 月 円 円 年 % 　 ／ 1 2 % 円

年 　 月 円 円 年 % 　 ／ 1 2 % 円

年 　 月 円 円 年 % 　 ／ 1 2 % 円

科　 目 金　 額　（ 円）

①売上金額

売
上
原
価

②期首商品（ 製品） 棚卸高

③仕入高または製造原価

④期末商品（ 製品） 棚卸高

⑤小計（ ②＋③－④）

Ⓐ収入金額①－⑤

必
　
要

　
経

　
費

租税公課

水道光熱費

通信費

広告宣伝費

地震保険料

修繕費

消耗品等

減価償却費

給料賃金

地代家賃

雑費

Ⓑ必要経費合計

Ⓒ専従者控除額

所得金額Ⓐ－Ⓑ－Ⓒ

賃借人住所氏名 種目 月数（ 月）
金額

月額（ 円） 年額（ 円）

科　 目 金　 額　（ 円）

収
入
金
額

家賃収入

地代収入

権利金（ 礼金）

更新料

Ⓐ収入金額合計

必
要
経
費

租税公課

火災保険料

修繕費

借入金利子

減価償却費

Ⓑ必要経費合計

Ⓒ専従者控除額

所得金額Ⓐ－Ⓑ－Ⓒ

○
減
価
償
却
の
内
訳

○
事
業
所
得
（
営
業
等
・
農
業
）

　
収
支
内
訳
書

○
不
動
産
所
得

　
収
支
内
訳
書

キ
リ
ト
リ

キ リ ト リ

キ リ ト リ

キ
リ
ト
リ

キ
リ
ト
リ

（ こ のページは引き 抜いてご使用く ださ い）

キ
リ
ト
リ

この封筒は使用できません。
お手数ですが、郵送で提出される場合は
ご自身で封筒のご用意をお願いします。



申 告 書 の 書 き 方

○別居の扶養親族がいる 場合の記入例（ 裏面７ ）

○所得がなかっ た方の記入例（ 裏面1 6 ）

①営業等所得

　 卸売業、 小売業、 飲食店業、 製造業、 建設業、 運輸業、 医師、 弁護士、 作家、 外交員、 ホステスなど、

農業以外の事業から 生ずる 所得です。

＊収支内訳書を 作成し 、 所得金額を 求めた後、 記入し てく ださ い。

②農業所得

　 米、 麦、 野菜、 果樹の生産、 農家が兼営する 家畜などの育成、 肥育、 採卵または酪農品の生産など

から 生ずる 所得です。

＊収支内訳書を 作成し 、 所得金額を 求めた後、 記入し てく ださ い。

⑤配当所得

　 法人から 受ける 利益の配当、 証券投資信託（ 公社債投資信託除く ） の収益の分配など から 生ずる

所得です。 申告書裏面「 9 配当所得に関する 事項」 を 用いて計算し てく ださ い。

⑥給与所得

　 給与、 俸給、 賃金、 歳費、 賞与などの所得です。

＊4 ページの表1 によ り 求めてく ださ い。

＊源泉徴収票・ 支払報告書等（ 写し でも 可） を 添付し て く ださ い。 源泉徴収票がな い場合は申告書

裏面「 6 給与所得の内訳」 に記入し てく ださ い。

⑦〜⑨雑所得

⑦【 公的年金等】

　 国民年金、 厚生年金、 各種共済年金、 恩給など の所得です。 なお、 遺族年金、 障害年金について

は非課税ですので算入し ないでく ださ い。

＊4 ページの表2 によ り 求めてく ださ い。

⑧【 業務】

　 副業等に係る 収入のう ち 、 営利を 目的と し た継続的な所得です。

＊収入金額、 必要経費を 申告書裏面「 1 1 雑所得（ 公的年金等以外） に関する 事項」 に記入し 、 所得

金額を 求めてく ださ い。

⑨【 その他】

　 生命保険年金などの⑦・ ⑧以外の所得です。

＊収入金額、 必要経費を 申告書裏面「 1 1 雑所得（ 公的年金等以外） に関する 事項」 に記入し 、 所得

金額を 求めてく ださ い。

⑪総合譲渡・ 一時所得

　【 総合譲渡所得】

　 車両、 船舶、 機械など、 土地建物以外の資産の譲渡によ る 所得です。 なお、 保有期間が5 年以内の

資産の譲渡を 「 短期譲渡」、 5 年を 超える 資産の譲渡を 「 長期譲渡」 と いいます。

　【 一時所得】

　 賞金、 懸賞当せん金、 競馬等の払戻金、 生命保険の満期受取金等の一時的所得です。 収入金額、 必

要経費を 申告書裏面「 1 3 総合譲渡・ 一時所得の所得金額に関する 事項」 に記入し て、 イ ・ ロ ・ ハ・

ニを 求めてく ださ い。 特別控除の額は、 差引金額に合わせて5 0 万円まで控除さ れます。 また、 総合

譲渡所得の特別控除額は短期分から 先に差し 引いてく ださ い。

㉕基礎控除

＊適用要件、 控除額については6 ページの表9 を 参照し てく ださ い。

申告する 年度を 記入し てく ださ い。

　 例えば、 令和５ 年中の収入等を 申告する 場合は令和６ と 記入。

※赤線で囲っ た部分は必ずご記入く ださ い。

ご記入がない場合は、 添付資料に記載があっ ても 控除の適用ができ ません

のでご注意く ださ い。

③不動産所得

　 地代、 家賃などから 生ずる所得です。

＊収支内訳書を 作成し 、 所得金額を 求めた後、 記入し てく ださ い。

④利子所得

　 公社債、 預貯金の利子、 公社債投資信託や貸付信託の収益の分配金など によ る 所得です。（ 源泉分

離課税分を 除き ます。）

※「 個人番号」 欄には、 それぞれ該当する方の個人番号を 記入し てく ださ い。

⑬雑損控除

　 前年中にあなたや生計を 一にする 配偶者など の親族が、 災害など によ り 住宅、 家財など に損害を

受けた場合に控除さ れます。 控除額は次のいずれか多い方の金額です。

・（ 損害金額－保険等によ り 補填さ れる 金額） －（ 総所得金額等の合計額×1 0 ％）

・ 災害関連支出の金額－5 万円

⑯小規模企業共済等掛金控除

　 前年中にあなたが支払っ た小規模企業共済等掛金（ 旧第2 種共済掛金を 除き ます） や心身障害者扶

養共済掛金がある 場合に控除さ れます。

＊証明書・ 領収証を 必ず添付または提示し てく ださ い。

⑰生命保険料控除（ 控除額は5 ページの表3 によ り 求めてく ださ い。）

　 前年中にあなたや配偶者、 その他の親族を 受取人と する 生命保険・ 介護医療保険契約等、 またはあなた

や配偶者を受取人と する個人年金保険契約等に基づいて支払っ た保険料がある場合に控除さ れます。

＊証明書・ 領収証を 必ず添付または提示し てく ださ い。

⑱地震保険料控除（ 控除額は5 ページの表4 によ り 求めてく ださ い。）

　 前年中にあなたや生計を 一にする 配偶者などの親族が常時居住し ている 家屋や家財など の生活資産を

補填する 支払いを 目的と し た地震保険契約に基づいて支払っ た保険料がある 場合に控除さ れます。

＊証明書・ 領収証を 必ず添付または提示し てく ださ い。

⑲、 ⑳寡婦控除、 ひと り 親控除

＊適用要件、 控除額については5 ページの表5 を 参照し てく ださ い。

㉑勤労学生控除（ 控除額2 6 万円）

　 あなたが学生、 生徒で前年の合計所得金額が7 5 万円以下（ そのう ち 自分の勤労によ ら ない所得が

1 0 万円以下） の場合に控除さ れます。

＊在学証明書・ 学生証などを 必ず添付または提示し てく ださ い。

㉓配偶者控除、 配偶者特別控除

＊適用要件、 控除額については６ ページの表７ を 参照し てく ださ い。

※同一生計配偶者のチェ ッ ク 欄

　 あな たの前年の合計所得金額が1 ,0 0 0 万円を 超える 場合で、 生計を 一にする 配偶者の前年の合計

所得金額が4 8 万円以下の場合は□を し てく ださ い。

㉒障害者控除

　 あなたやあなたの同一生計配偶者または扶養親族が障害者（ 身体障害者手帳、 療育手帳、 精神障害

者保健福祉手帳、 戦傷病者手帳所持またはこ れら と 同程度の障害のある 方など） である 場合に控除さ

れます。 なお、 同一生計配偶者または扶養親族が同居特別障害者の場合は控除額に2 3 万円を 加算し

ます。

＊手帳の種類によ る 特別障害者、 その他の障害者の区分は5 ページの表6 を 参照し てく ださ い。

○24 扶養控除（ 控除の区分は6 ページの表8 によ り ご確認く ださ い。）

　 令和５ 年1 2 月3 1 日（ 年の途中で 死亡し た方について は、 その死亡の日） 現在で、 あな たと 生計

を 一にする 親族（ 配偶者を 除く ）の前年の合計所得金額が4 8 万円以下の場合に控除さ れます。 ただし 、

その方が事業専従者と なっ ている 場合や、 他の方の扶養親族と さ れた場合は該当し ません。

＊1 6 歳未満の扶養親族（ 控除対象外） に該当する 方は、 6 ページの「 市・ 県民税が課税さ れない方」

にある 算式の扶養親族数に算入する こ と ができ ますので、 忘れずに記入し てく ださ い。

⑮社会保険料控除

　 前年中にあなたや生計を 一にする 配偶者などの親族が負担するこ と になっ ている社会保険料を 支払っ た

場合に控除さ れます。 ただし 、 配偶者等が支給を 受ける 公的年金等から 控除さ れる 介護保険料等は除き ま

す。（ 配偶者等自身の社会保険料控除の対象になり ます。）年金から の特別徴収に代えて、 口座振替によ り

国民健康保険税（ 料）等を 支払っ た場合は、 基本的に口座名義人に社会保険料控除が適用さ れます。

＊証明書・ 領収証を 必ず添付または提示し てく ださ い。

⑭医療費控除（ 控除限度額2 0 0 万円、 セルフ メ ディ ケーショ ン 税制の場合８ 万８ 千円）

　 前年中にあなたや生計を一にする配偶者などの親族のために支払っ た医療費が一定の金額以上ある場

合に控除さ れます。 通常の医療費控除の申告をせず、 セルフ メ ディ ケーショ ン税制による医療費控除の

特例を申告する場合は、 表面右側の「 ４ 所得から 差し 引かれる金額　 ⑭医療費控除」 欄の「 区分」 の□

に「 １ 」 と 記入し てく ださ い。

＊通常の医療費控除を 申告する 場合、 9 ページの医療費控除の明細書を 作成し 、 添付し てく ださ い。

医療費通知に記載さ れた医療費を 記入する 場合は、 医療費通知も あわせて添付し てく ださ い。

＊セルフ メ ディ ケーショ ン 税制によ る 医療費控除の特例を 申告する 場合、 1 0 ページのセルフ メ ディ

ケーショ ン 税制の明細書を 作成し 、 添付し てく ださ い。

（ こ のページは引き 抜いてご使用く ださ い） （ こ のページは引き 抜いてご使用く ださ い）


